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変数一覧 
 
 AS ： 浅水方程式における物理量 
 
la  ： 特性速度 
 B ： 修正ブシネスク方程式における修正係数（B=1/21） 
 BS ： 浅水方程式における x軸方向の物理量の流束 
 CS ： 浅水方程式における y軸方向の物理量の流束 
 c ： 波速 
 D ： 全水深 
 ES ： 浅水方程式における x軸方向の流束ヤコビアン 
 FS ： 浅水方程式における y軸方向の流束ヤコビアン 
 g ： 重力加速度 
 h ： 静水深 
 K ： 4次精度 Runge-Kutta法における現在の物理量と未来の物理量の勾配 
 n ： マニングの粗度係数 
 P ： x軸方向への流束 
 Q ： y軸方向への流束 
 RE ： x軸方向における流束ヤコビアンの右固有行列 
 RF  ： y軸方向における流束ヤコビアンの右固有行列 
 
1
ER  ： x軸方向における流束ヤコビアンの左固有行列 
 
1
FR  ： y軸方向における流束ヤコビアンの左固有行列 
 r
l
 ： 解の滑らかさの指標 
 S ： 水位（全水深と底面高度の和） 
 S
l
 ： スイッチ関数 
 Sf ： 一次元の計算における底面摩擦勾配 
 Sf1 ： 二次元の計算における x軸方向の底面摩擦勾配 
 Sf2 ： 二次元の計算における y軸方向の底面摩擦勾配 
 u ： 断面平均流速 
 V ： 修正ブシネスク方程式における物理量 
 v ： y軸方向の断面平均流速 
 X ： 固有ベクトル 
 z ： 底面高度 
 β ： 流束制限関数 
 η ： 水位変動 
 θl ： 計算点と下流側隣接計算点での特性速度の相対差 
 θb ： スイッチ関数の閾値 
 ΛE ： x軸方向の特性速度を対角成分とする対角行列 
 ΛF ： x軸方向の特性速度を対角成分とする対角行列 
 λE ： Δt /Δx 
 λF ： Δt /Δy 
 ψ ： 一次元の計算における分散項 
 ψ1 ： 二次元の計算における x軸方向の分散項 
 ψ2 ： 二次元の計算における y軸方向の分散項 
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1．はじめに 
 
1.1 社会的背景 
海岸付近において波は水深の減尐とともに浅水変形によって波高を増大させる．この波
が波動運動を維持できなくなるほど浅い海域に進入すると，砕波することでエネルギーが
乱れへと変化し，熱，音などが発生する．砕波は流体力を伴う現象であるため，海岸構造
物の設計外力や港口付近を航行する小型船舶の安全に大きな影響を与える．また，砕波に
より発生する乱れは底質の巻上げを誘発するため，砕波は海浜変形の重要な要因のひとつ
として挙げられている．海浜変形の正確な予測は港湾を始めとした海岸構造物を設置する
際に，周辺の砂浜海岸の消失を防ぎ，構造物の埋没を抑えるうえで有用である．これらの
理由から，砕波波高や砕波水深を正確に予測することは，沿岸域を有効に利用する上で不
可欠な要素といえる． 
砕波を予測するためには，まず砕波に至るまでの波の挙動を正確に把握する必要がある
が，浅海において波は浅水変形により波形が変化する．また，反射，屈折，回折などによ
り波向が変化するため，波向の異なる複数の波が交わることで重合波が形成される．特に
防波堤周辺では，沖から防波堤へ入射する波と防波堤から反射した波が交差することで重
複波が形成されるが，重複波は同一周期，同一波長で進行方向のみ正反対の二つの波から
形成されるため，重合波の中でも特異な振舞いをする．これらの現象により浅海波は複雑
な挙動をするため，砕波の研究はさまざまな形態の波に対して行われる必要がある． 
このため，我が国では現地調査，水理模型実験，数値流体力学の各方面で砕波の研究が
続けられている．既にさまざまな条件下での砕波波高，砕波水深の指標が水理実験により
示されている．さらに，非線形分散波理論に基づいた鉛直積分型波動モデルが開発され，
従来の波動方程式では高精度な解析が難しかった浅海波の水位変化や流束の変化を解析す
ることが可能となっている．これらの波動方程式に基づいたモデルは砕波や遡上のような
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解の不連続面を含む問題において解析精度が劣化するが，実験により砕波後の波高変化を
求める砕波モデルが開発されており，波動方程式に組み込むことで適切な数値粘性を与え，
砕波による波高減衰の再現と計算安定性の確保を行うことができる．そして，鉛直積分型
波動モデルにより解析した水位や流速の変化を基に底質移動を求めることで，地形変化を
解析する海浜変形モデルが開発されている．このモデルはナビエ・ストークス式を支配方
程式とするモデルと比較して計算速度が速く，広域かつ長期にわたる海浜変形シミュレー
ションに適用されている． 
しかし，あらゆる波に対して統一的に適用できる砕波指標や砕波モデルは存在しないた
め，用いる指標・モデルによって解析結果に差が生じる．特に波向の異なる複数の波が交
差することで形成される重合波の砕波に対し再現精度が劣化するという問題がある．これ
に対し，衝撃捕捉法と総称される手法が提唱され，浅海波への適用が進んでいる．これは
解の不連続面を捕捉し，保存則を満たす範囲で減衰を与えることで砕波を再現する手法で
あり，既に進行波の砕波に対して高い解析精度を有することが示されている．しかし，重
複波や重合波の砕波に対する適用性は未知数である．重複波や重合波の砕波は進行波の砕
波と比較して沖合や構造物周辺などで発生しやすく，これを正確に解析することはより実
用性の高い海浜変形モデルを開発する上で大きな課題となっている． 
 
1.2 浅海における波 
 本研究では浅海における波の挙動を主要な対象とする．波は深海と浅海とで異なる挙動
を示すため，ここで波の分類および浅海での特徴的な波の挙動について説明する． 
 
1.2.1 波の分類 
 波の分類方法は数多く存在し，周期による分類，規則性による分類，波形と三角関数と
の関連性による分類，波の重複性による分類，相対水深による分類などがある． 
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このうち，浅海波とは水深と波長の比である相対水深が 1/2～1/20 までの波を指し，相対
水深が 1/2 以上の波を深海波，1/20 以下の波を極浅海波(長波)という．本研究で主たる対象
となる波は浅海波および極浅海波である． 
また，特定の規則性をもって伝播する波を規則波というが，規則波の変化を数学的に求
める手法として，Eular，Lagrange の運動方程式や連続式を解くことで求めるものがある．
このとき，境界条件や近似の取り方によってさまざまな波の理論が導かれる．水深と比較
して波高が非常に小さい波は微小振幅波と呼ばれ，この仮定における理論は微小振幅波理
論と称される．微小振幅波理論は運動方程式の非線形項を無視し，波の波形は正弦波とな
るため線形方程式で記述できる．一方，この仮定を許容できないほど水深と比較して波高
が大きな波は有限振幅波と呼ばれ，ストークス波，クノイド波などの理論がある．特にク
ノイド波の波長を無限大にすると，唯一つの波峰を持ち，波谷の存在しない孤立波が導か
れる．これらの理論は波の非線形性によって区別されるが，これについては後に詳しく説
明する． 
さらに，一般的な波は深海で生成され，進行波として海岸へ向かって入射する．これら
の入射波が鉛直壁などに衝突して反射することで反射波が生成されるが，入射波と反射波
が重複することで重複波が形成される．入射波と反射波の波高，周期，波長が等しく，両
者の進行方向が正反対であるとき，波峰と波谷が同一の場所で交互に生じるだけで進行性
を持たない完全重複波となる．入射波と反射波の波高が異なる場合は部分重複波となり，
波は進行波と完全重複波の中間的な性質を持つ． 
 
1.2.2 浅海における波の変形 
地震により発生する津波や、潮汐力により発生する潮汐などを除き，海洋表面における
波は主に風の影響により発生し，広く伝播する．このため，深海ではさまざまな成分を持
つ波浪が混在するが，微小振幅波理論の仮定条件が満たされる範囲内であれば，個々の成
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分波を三角関数で表現することができる．これは深海では波長や波高と比較して水深が非
常に大きく，海底面が波形に影響を与えないためである．これにより，深海から浅海へ入
射する波浪は波浪推算によって波高，周期などを求めることができる．しかし，水深が浅
い海域では海底地形の影響を受けることで成分波の波向や波形そのものが変化するため，
波浪の挙動を正確に予測するには数値解析を用いる必要がある．浅海における波の変形は
主として浅水変形，回折，屈折，砕波，遡上の 5 つが挙げられる．このうち，浅水変形，
回折，屈折は波のエネルギーを散逸しない波動運動であるが，砕波，遡上はエネルギーが
散逸する現象であり，波動運動から逸脱した挙動である． 
 
1.2.3 波の非線形性とは 
波の非線形性とは波形が歪むことで正弦波から外れていく性質のことである．微小振幅
波理論において長波の波速は水深に依存するため，波峰部分が周辺部分と比較して速く進
行することとなる．このため，長波は必ず変形する．一方で微小振幅波理論において深海
波は非線形性を持たず，波速は周期に依存する．このため，深海波は線形方程式に基づい
て波形を変えずに伝播する． 
また，有限振幅波であるストークス波は相対水深が 1/2 以上の深海波をよく表すが，非線
形性を持つ波であり，正弦波から外れた波形をとる．このため，線形方程式として記述す
ることはできない．ただし，波形自体は変化せずに伝播する規則波である．浅海に進入し
た有限振幅波は非線形性が増大することで波形を変化させるが，特殊な条件下では波形が
変化せずに進行するクノイド波，孤立波になる．有限振幅波において波の非線形性の度合
はアーセル数によって示される．アーセル数は波の振幅を a ，波長を L，水深を h としたと
き， 　32 haLU  で表される無次元数である．U<<1 であれば非線形性は無視することがで
き，有限振幅波はストークス波として記述できる．U>>1 であれば段波を除き非線形性によ
り波形は変化する．段波については 3 章で説明する．さらに，アーセル数が 1 のオーダー
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であればクノイド波や孤立波として記述でき，波は波形を変えずに浅海を伝播する． 
このように，非線形性を考慮することは浅海における波の挙動を正確に把握し，浅水変
形や砕波を精度よく解析するうえで必須な要素である．非線形性波動方程式として浅水方
程式があり，津波や高潮など波長が非常に長い非線形波の計算に用いられている． 
 
1.2.4 砕波 
図 1.1 に示すように，深海から浅海へ進入した波は水深の低下とともに浅水変形による波
高増大および波峰の前傾を起こし，波動運動が維持できないほど浅い海域では波峰が前方
へ飛び出すように崩れることで砕波する．  
 
深海
（波動運動）
浅水変形
（波高増大・波の前傾）
砕波
（波動運動の崩壊）
底面
底面
 
図 1.1 深海波が砕波に至るまでの過程 
 
浅水変形は波の非線形性や海底地形の影響により発生する．つまり，浅海では水深によ
り非線形性の効果が大きく異なるため，クノイド波や孤立波を除き，水深が最も大きい波
峰が他の部分より早く進行する．また，海底地形の制約により波の運動エネルギーが位置
エネルギーへ移行し，波高が増大する．このため，水深の減尐とともに波は次第に前傾し
ていき，最終的には波峰が前方へ飛び出すことで砕波する．なお，クノイド波や孤立波で
あっても水深の減尐とともにアーセル数が増大するため，次第に長波へと遷移することで
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最終的には砕波する． 
ただし，完全重複波や重複性の高い部分重複波の砕波は波頂が水面から飛び出すことで
発生するので，波峰の前傾による砕波とは異なる現象である． 
 
1.2.5 波の分散性 
波の分散性とは波の周期によって波速が異なるという性質を表す．周期によって波速が
異なるということは，波の長周期波成分と短周期波成分が時間経過とともに分離して伝播
することを意味する．このため，分散性は一般に波高の低下と波長の増大をもたらし，波
形がなだらかになる． 
微小振幅波理論において，深海波は波速が周期に依存するため分散性を持つ．一方で長
波は波速が水深に依存するため分散性を持たない．有限振幅波ではクノイド波や孤立波は
非線形性による波形の急峻化と分散性による分散とが相殺しあうことで，波形を変えずに
浅海を伝播する．浅水方程式は非線形性の波動方程式であるが，分散性は考慮されていな
いため，浅海波に適用すると実際の波より沖で砕波することとなる．そのため，浅海波の
数値解析は非線形分散波理論に基づき，非線形性と分散性の双方を考慮した波動方程式を
用いる必要がある．  
 
1.3 既往の研究 
先述のように海岸付近での波は地形の影響を受けることで変形するため，砕波の研究は
様々な形態の波について行う必要がある．砕波の研究手法は現地調査や水理模型実験によ
る砕波現象の解明と，数値流体力学的見地からの数値モデル開発に大別できる．この項で
は砕波に関する既往の研究について述べ，従来の研究で課題となっている点について説明
する．  
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1.3.1 現地調査・水理模型実験による砕波の研究 
海岸波浪に関する研究は 1940 年代，すなわち第 2 次世界大戦から盛んに行われるように
なった．これは小型船舶を安全に上陸させるために，沿岸域における波の挙動を正確に予
測する必要があったことから行われたものである．このため，最初期における砕波の研究
は，どのような条件で波が砕波するか解明することを目的としていた．これを皮切りにさ
まざまな砕波指標の開発や砕波限界に関する理論的研究が行われたが，合田(1970)が既往の
実験的研究をまとめることで，単一方向一様勾配斜面における規則波の砕波波高と砕波水
深を，沖波波高，周期，底面勾配から求める砕波指標を示している．その後，Weishar＆
Byrne(1978)の現地調査により，不規則波の砕波条件について波高水深比が求められている．
特に水口ら（1988）は不規則波の砕波条件が合田の砕波指標に合致しないことを指摘し，
前後の波の影響を考慮した砕波判定式を提案している．さらに，重複波や重合波に関して
は，渡辺ら(1983)が二方向から斜行する規則波の重合波に対する砕波指標を，岩田・清野
(1983)が部分重複波に対する砕波限界式を提案している． 
これらの研究の結果，さまざまな形態の波に対してその砕波条件を求めることが可能に
なっている．しかし，これらの砕波指標はそれぞれの条件に合致した波については精度よ
く砕波条件を求めることができるものの，あらゆる波に対して統一的に砕波条件を求めら
れる砕波指標は未だ示されていない． 
また，砕波に関する実験的研究は砕波の発生条件を解明したもののほかに，砕波後に波
がどのような挙動をするかを解明したものがある．これは砕波後の波高変化や流速分布，
乱れ，エネルギーの散逸等を計測することで，砕波帯内での波高減衰や漂砂移動，物質輸
送等を予測したものである．波高分布については，Goda(1975)が個々の波の砕波によりエネ
ルギーの一部が失われ，残ったエネルギーに対応して新しい波高分布を持った波群が生ず
ると考え，選択的砕波のモデル化を示した．また，水口ら(1978)は一様勾配地形，ステップ
型，バー型の斜面地形を用いて二次元実験を行い，砕波後の波高分布および平均水位変化
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を調べることで，砕波後の波高変化をモデル化している． 
これらの研究のように，砕波後の波高分布については数多くの研究が行われており，そ
の結果得られた砕波モデルを波動方程式に組み込み，数値粘性を与えることで砕波減衰を
再現することが可能である．しかし，これらのモデルは経験的に得られたパラメータを多
用するため，モデルが想定していない条件下においては誤差が拡大するという問題がある． 
海浜流場の変化については，青野・服部（1984）が砕波下での大規模乱れ構造に関する
実験的研究を行っている．また，三村ら(1984)は巻き波型砕波によって発生する流速場の変
化を可視化することで，大規模な渦の組織的発生を指摘している．さらに岡安ら(1989)は波
浪のエネルギーが乱れエネルギーへ移行する過程の中間に，エネルギーを一時的に保持す
る大規模組織渦を導入することで，砕波変形過程におけるエネルギー収支と戻り流れを忠
実に再現するモデルを開発している．これらのモデルを波動方程式に導入することで，準 3
次元的に砕波後の波浪場や海浜流場を解析することが可能になりつつある． 
 
1.3.2 数値解析による砕波の研究 
海面における波浪変形を数値解析によって記述する手法は主として 2 つに分けられる．
一つはナビエ･ストークス方程式を基礎方程式とし，海面から海底に至る全ての領域に計算
格子を配置，あるいは計算場に流体素子を導入することで 3 次元的に波・流れを解析する
手法であり，もう一つは波動方程式を支配方程式とし，海面にのみ計算格子を配置するこ
とで平面 2 次元的に海面の変形を解析する手法である． 
ナビエ･ストークス方程式によって記述されたモデルは水面をどのように定義するかが
重要な問題となるが，Hirt and Nichols(1981)は計算格子を液体充填率および隣接計算点の状
況をもとに気体，気液共存，液体，境界セルに分類することで水面を決定し，液体充填率
を運動方程式等で計算した流速場に基づいて移流させる VOF 法を開発している．また，後
藤ら(1998)は Koshizuka ら(1995)が提唱した MPS 法に基づき，ナビエ・ストークス方程式を
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Lagrange 的に離散化することで，計算格子を用いずに個々の流体素子を移流させている．
この計算法は計算格子を用いていないことから，水表面を自由に設定できるという利点が
ある．これらのナビエ・ストークス方程式によって記述されたモデルは非常に高精度な砕
波解析を実現するが，計算格子の総数が多くなることに加え，圧力の変化を収束計算によ
って求めるため，計算負荷が非常に大きいという短所がある．また，長時間の計算に伴い
次第に解が散逸することで，水面を定義することが困難になるという問題がある．一方で
波動方程式によって記述された式は計算負荷が比較的小さいという長所があるほか，常に
明確な水面が定義されることから，広域・長期にわたる海域を解析する手法としては波動
方程式を用いるのが一般的である． 
波動方程式に基づいて平面二次元的に波浪変形を解析する手法として，Karlsson(1969)が
エネルギー平衡方程式により多方向不規則波の屈折解析を行っている．また，渡辺・丸山
(1984)は緩勾配方程式を用いた屈折，回折，砕波減衰の再現を，磯部(1985)は放物型方程式
を用いた屈折と回折の解析を行っている．これらの方程式には海浜流場の変化が含まれて
いなため，波浪場の解析結果から海浜流の分布を再計算する必要がある．これに対し，波
浪場の変化と海浜流場の変化を連立して解く手法としてブシネスク方程式がある．ブシネ
スク方程式は非線形性・分散性を考慮した方程式であり，水深変動を考慮したブシネスク
方程式は Peregrine(1967)によって導かれている．しかし，これは弱非線形性，弱分散性の方
程式であるため，その後も高次方程式の誘導が進められている．この中でも Madsen and 
Sorensen(1992)が開発した修正ブシネスク方程式は弱非線形性，弱分散性の方程式であるも
のの，通常のブシネスク方程式に簡便な修正係数を加えるだけで，適用範囲を沖側へ拡張
することが可能である． 
これらの波動方程式に基づいたモデルは広域・長期にわたる海域の変化を解析する手法
として適用されているが，砕波や遡上といった波動運動が維持されない現象では解の不連
続面が形成され，数値振動が発生することで最終的に計算が破綻するという欠点を持つ．
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つまり，波動方程式は波動を記述する方程式であるため，図 1.2 に示されるような一つの計
算点に複数の水面が存在するような現象を許容しない． 
×
 
図 1.2 解の不連続面が形成される条件 
 
これは多価問題と呼ばれ，浅海波では砕波が該当する．このため，波動方程式は砕波を
含む問題に直面すると，図 1.3 に示されるように数値振動を発生させることで保存則を満た
そうとするが，最終的に計算が破綻することとなる． 
 
 
図 1.3 砕波問題に伴う数値振動の発生 
 
砕波を含む問題に対し，既往の海浜変形モデルでは砕波指標や砕波指標に基づいた砕波減
衰項をサブモデルとして組み込み，経験的に求められた人工的な数値粘性を与えることで
砕波減衰を再現してきた．しかし，あらゆる波の砕波に対して統一的に適用できる砕波指
標は未だ存在しないため，砕波条件をあらかじめ想定する必要がある．これは実際にシミ
ュレーションを運用する上で砕波の解析に恣意性をもたらすほか，重合波のような進行波
とは性質の異なる波の砕波を再現することが困難であるという問題がある． 
これに対し，衝撃捕捉法と総称される手法が提唱され，浅海波への適用が進んでいる．
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これは，数値解析において砕波が解の不連続面を形成する現象であることに着目し，解の
不連続面においては保存則を満たす範囲で最低限の減衰のみを与えることで，図 1.4 のよう
に多価問題である砕波を一価問題へ置き換える手法である． 
 
 
図 1.4 TVD 法による多価問題の一価問題への変換 
 
既に下園ら(2006)は Yee(1989)が航空機周辺の衝撃波を解析するために開発した衝撃捕捉法
である TVD-MacCormack 法を修正ブシネスク方程式に適用することで，あらかじめ砕波条
件を決定することなく自動的に孤立波の砕波を解析している．また，TVD 法は短周期波の
ような振動的に振舞う波に対して過剰な減衰を与えるという欠点を持つが，下園ら(2007)
はスイッチ関数を導入し，隣接する計算点間の特性速度の相対差を求めることで TVD 法の
適用範囲を調整している．これにより，スイッチ関数の定義に恣意性が残るものの，浅海
短周期波の砕波に伴う波高減衰を十分な精度で再現している．このように，TVD 法は自動
的に砕波条件を決定するため，恣意性の排除という点で従来の砕波指標に基づいた砕波モ
デルに対して優位性を持つ．しかし，重複波の砕波解析に対する適用性を研究した例はな
い．また，平面二次元の非線形分散波理論に TVD 法を適用した例も無いため，平面波浪場
における重合波の砕波についての適用性も未知数である．このため，TVD 法をあらゆる波
の砕波に対する統一的砕波解析手法として適用するためには，重複波の砕波や平面二次元
波浪場における重合波の砕波に対する TVD 法の適用性を解明する必要がある． 
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2．研究の目的・内容 
 
2.1 研究の目的 
 1 章で述べたように，既往の海浜変形モデルは砕波減衰の再現と計算安定性の確保を行う
ため，水理実験から求められた経験的な砕波指標がサブモデルとして組み込まれている．
しかし，あらゆる波の砕波条件を統一的に求めることができる砕波指標は未だ存在しない
ため，砕波モデルの適用について恣意性が生じる．特に重複波，重合波の砕波については
解析精度が著しく劣化するという問題がある．これに対し，非線形分散波理論式に衝撃捕
捉法を適用することで恣意性を排除しつつ砕波減衰を与えることができるが，重複波の砕
波や平面波浪場における重合波の砕波に対する適用性については不明な点が多い． 
 そこで，本研究では重複波砕波や平面二次元波浪場における重合波砕波の数値解析に対
する衝撃捕捉法の適用性を検討する．これにより，あらゆる波の砕波を統一的に解析でき
る手法を開発し，特に構造物周辺における砕波の解析精度向上を目指した． 
 
2.2 研究の方法 
 本研究では重複波や平面波浪場における重合波の砕波解析に対する衝撃捕捉法の適用性
を検討するため，一次元波浪場における重複波砕波の数値解析と，平面二次元波浪場にお
ける重合波砕波の数値解析を行った．これらの砕波を含む問題を非線形分散波理論式に衝
撃捕捉法を適用したモデルを用いて計算し，その計算結果を既往の砕波指標や実験と比較
することで，衝撃捕捉法の適用性を検討した． 
本研究では重複波の砕波については，岩田･清野(1983)の部分重複波に対する砕波限界波
形勾配式と計算結果とを比較することで評価した．また，平面波浪場における重合波砕波
については潜堤周辺の波浪場の変化を再現することで検討した．これは潜堤周辺ではあら
ゆる波浪変形を含んだ複雑な波浪場が形成されるため，重合波砕波に対する TVD 法の適用
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性検討に適しているからである．既に下園ら(2005)が潜堤周辺における波浪場，海浜流場の
変化に関する水理実験を行っているので，この実験を再現することで TVD 法の適用性を評
価した． 
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3．数値計算 
本研究は浅海波の砕波を対象としているため，非線形性や分散性が考慮する必要がある．
そのため，波･流れの支配方程式として Madsen and Sorensen(1992)の修正ブシネスク方程式
に底面摩擦項を加えた方程式を用いた．この支配方程式を高次精度差分法によって解くこ
とで，短周期の波を高精度に捕捉した．また，砕波帯，遡上域といった解の不連続面が形
成される局面においては，下園ら(2007)によるスイッチ関数を導入した TVD 法を適用する
ことで砕波減衰の再現を行った． 
この章では一次元および平面二次元における修正ブシネスク方程式とその差分式，TVD
法などの説明をする．なお，この章は Madsen and Sorensen(1992)，富坂(1999)，小林ら(2001)，
神津ら(2004)，下園ら(2006)，下園ら(2007)を参考とした． 
 
3.1 一次元の計算における支配方程式 
修正ブシネスク方程式は通常のブシネスク方程式の適用範囲を沖側へ広げたものである．
この方程式は非線形分散波理論に基づいた式であることに加え，平面二次元での適用が可
能であること，深海域から浅海域までの分散性の変化も考慮に入れられていることなどか
ら，海浜変形モデルの支配方程式として一般的なものである．一次元における支配方程式
は以下のように記述できる． 
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式(3.1)は連続式，式(3.2)は運動方程式である．ここで，D は全水深，P は流束，z は底面高
度，g は重力加速度である．なお，計算場において最も底面高度が低い点を z=0cm とする．
また，ψは分散項であり，以下に記述する Madsen and Sorensen(1992)によるものを用いた． 
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ここで，ηは水位，hは静水深を表す．B は深海域と浅海域とでの分散性の違いを補正する
ための修正係数であり，B =1/21 である．これは B =0 のときに通常のブシネスク方程式と一
致する．Sfは底面摩擦勾配であり，マニングの表式を用いて以下のように求めた． 
 
2
3
4
2
uu
D
n
S f   (3.4) 
ここで，n はマニングの粗度係数であり，本研究ではライニングしたコンクリート底面の水
路を想定し，n=0.01 とした．また，u は断面平均流速(=P/D)である． 
 
3.2 一次元の計算における時間差分 
 本研究は浅海におけるあらゆる波に対して，その砕波を統一的に解析する手法の開発を
目指している．そのため，短周期波に対しても数値粘性の尐ない差分法が望ましい．そこ
で，時間微分項の差分については下園ら(2007)に従い 4 次精度の Runge-Kutta 法を用いた． 
 ここで，x 方向への計算格子間隔を Δx，計算時間間隔を Δt とする．そして，x=iΔx，t=nΔt
として変数を離散化する．なお，数値解析では離散化誤差の成長を減じる手法としてスタ
ッガード格子を用いることが一般的であるが，TVD 法の適用が難しくなるため，本研究で
は全ての変数を計算点の中心において定義する．また，n は現在の既知の時間ステップであ
り，n+1 は現在から Δt 後の未知の時間ステップである． 
 通常，時間差分は次の時間ステップにおける変数の値を，現在の変数の値に推定された
勾配と計算格子間隔の積を加えることで求めている．4 次精度の Runge-Kutta 法では勾配を
推定するために 4 つの仮定勾配を求め，その重み付け平均を勾配として与えている．つま
り，Runge-Kutta 法では新しい時間ステップでの変数の値は以下のように求められる 
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 (3.5) 
   622ˆ 4321
1 KKKKdtVV nn   (3.6) 
 
すなわち，K1は現在の変数の値 Vnから求めた勾配である．また，K2は勾配 K1 を用いて n+1
での変数の値を求め，その値から n+0.5Δt後における変数の値を求めたものであり，n+0.5Δt
における勾配を表す．そして，K3は n から n+0.5Δtでの勾配が K1ではなく K2であると仮定
して， n+0.5Δtでの勾配を再計算したものであり，K4は K3が n から n+1 までの勾配である
と仮定して n+1 における変数の値を求め，その値よりもとめた勾配である．すなわち，K4
は n+1 における勾配である．そして，これら 4 つの仮定勾配のうち，中央の勾配に大きな
重みをつけたものを最終的な勾配とし， 1ˆ nV を求めている．4 次精度の Runge-Kutta 法を式
(3.1)，式(3.2)に適用した場合，以下の通りに記述できる． 
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式(3.7)，式(3.8)からもわかるように連続式は陽的に解くことができるが，運動方程式は分散
項に流束の時間微分項が含まれるため陰的に解かなければならない．このため，本来は運
動方程式を Gauss-Seidel 法などの繰り返し法によって解く必要があるが，これらの運動方程
式の係数行列は 3重対角行列として記述できるので，TDMA 法(Tri-Diagonal Matrix Algorithm 
Method)によって高速に解を得ることができる．TDMA 法については後述する． 
 
3.3 一次元の計算における空間差分 
 空間差分については中心差分を用い，1 次微分には 4 次精度の空間差分，2 次及び 3 次の
微分については 2 次精度の空間差分を行う．ただし，分散項に関しては後に解説する TDMA
法を適用するため 2 次精度の空間差分を行う．これにより，連続式及び運動方程式の差分
式は以下のように記述できる． 
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運動方程式 
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ただし，式(3.7)で求める値は 4 点における仮定勾配である．このため，分散項中の Pn+1
を仮定勾配 K1P,K2P,K3P,K4Pに置き換える必要がある．K1Pを例にすると K1P =(Pn+1-Pn )/Δtで
あるため，Pn+1 = Pn +ΔtK1Pであり，これを代入すると式(3.13)，(3.15)，は以下の式となる． 
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3.4 一次元の計算における TDMA 法 
 ここでは TDMA 法(Tri-Diagonal Matrix Algorithm Method)について説明する．TDMA 法は 3
重対角行列で記述された式の解を高速に求める解法であり，反復計算を用いるより遥かに
高速で解を求めることができる．3 重対角行列とは次の方程式で表される行列である． 
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 (3.17)  
式(3.17)は， 
 12111 dxbxa   (3.18) 
 )1,,3,2(11   nkdxcxbxa kkkkkkk 　　  (3.19) 
 nnnnn dxcxa  1  (3.20)  
とまとめることができる．これから， 
 111   kkkk QxPx  (3.21) 
である．ここで， 
 　　 111111 // adQabP   (3.22) 
 )/()()/( 111   kkkkkkkkkkkk PcaQcdQPcabP 　  (3.23) 
である． 
 kkkk QxPx  1  (3.24) 
とすれば，式(3.23)に k=n-1 を代入して， 
 111   nnnn QxPx  (3.25) 
が得られ，式(3.20)を連立して解くと， 
 nnnnnnnn QPcaQcdx   )/()( 11  (3.26) 
が得られる．以後，式(3.21)より xn, xn-1,・・・, x と順番に求めることができる．修正ブシネ
スク方程式に 4 次精度 Runge-Kutta 法を適用した場合，xnに仮定勾配 K1,K2 ,K3,K4が代入さ
れる．各仮定勾配に対する変数 dcba ,,, は以下のとおりである． 
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3.5 一次元の計算における TVD 法 
ここでは本研究で適用した差分法である TVD 法について富坂(1999)，下園ら(2007)に倣い
説明する．TVD 法は Yee(1989)によって求められた衝撃捕捉法であり，衝撃捕捉法の中でも
一般的に用いられる手法である． 
TVD 法は 2 次精度の差分法と 1 次精度の差分法を併用することで，計算安定上必要な数
値拡散を与える手法である．1 次精度風上差分法は新たなピークを作らないため，常に計算
安定性が保証されている．しかし，打切り誤差による余分な数値粘性が発生し，時間とと
もに解析結果が鈍るという欠点がある．一方，2 次精度以上の差分法は数値粘性を抑えるこ
とができるが，解の不連続面において非物理的な振動を生じるという欠点を持つ．そこで，
なるべく 2 次精度を保ちながら，数値振動が発生する局面では差分法を 1 次精度に落とす
手法が必要となる．これが衝撃捕捉法の基本的な考え方である． 
ここで，TVD 法を双曲型方程式である浅水方程式に適用する．一次元での浅水方程式は
以下のように記述される． 
 0)(  xSSt VBA  (3.31) 
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である．まず，式(3.31)を 1 次精度風上差分法によって差分するため，次のような保存形式
を採用する． 
 )( 2121
1 n
Si
n
SiE
n
Si
n
Si BBAA 
    (3.33) 
ここで，λE=Δt /Δxである．また，BSi+1/2は計算点と隣接計算点との中間点における流束であ
り，セル間流束と呼ばれる．式(3.33)は以下のように書き換えられる． 
 0 SxSSt AEA  (3.34) 
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ここで，ES は流束ヤコビアンである．式(3.34)は双曲型であるため，式(3.35)は対角化可能
であり， 
 )(,
1 l
EEEES adiagRRE 
 　  (3.38) 
と表すことができる． )( ladiag は )2,1( lal を対角成分とする対角行列を表す．また，
la は特性速度であり， 
 cuacua 
21 ,　　  (3.37) 
で表される．つまり， 
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)(  (3.38) 
である．ここで c は波速であるが，浅水方程式では波は長波であると仮定されるため，
gDc  である．これらの特性速度は u -cは波が x軸に対して負の方向に伝わる速度を表し，
u+c は物理量が x 軸に対して正の方向に伝わる速度を表す．R は流束ヤコビアンの右固有行
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列であり， 
 2211 , XXEXXE ESES  　　　  (3.39) 
を解くことで求まる．ここに X1 および X2 は固有ベクトルである．すなわち，X1 を例にす
ると， 
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であり，同様にして 
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である．REは X1,X2を並べることで得られ， 
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である．一方， 1ER は流束ヤコビアンの左固有行列であり，REの逆行列である．よって， 
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である．式(3.34)に左から 1ER を掛けると， 
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 　0111   SxEESEStE ARRERAR  (3.44) 
となるが，ここで 1ER が微小な時間･空間内では一定であるとし，局所線形化することで
(3.33)を以下の式に書き換えることができる． 
 SExEt ARWWW
1,0  　　  (3.45) 
これにより，式(3.33)は 2 つの独立したスカラー移流方程式に分離したことになる．このよ
うに，TVD 法では元の変数V に対して減衰を与えるのではなく，式(3.45)のように分解した
各成分波に対して減衰を与える．式(3.45)を 1 次精度風上差分によって差分すると， 
  21211   iiEntnt GGWW   (3.46) 
     niniEniniEi WWWWG   1121
2
1
 (3.47) 
となる．ここで左から REを掛けることで W を元の変数 ASに戻す．これにより，1 次精度
風上差分における変数 ASに対応したセル間フラックス BSi+1/2が求まる． 
  212121121 2
1


iEiEiSiSi
up
Si
RBBB   (3.48) 
  SiSiEii AAR  

 1
1
2121
  (3.49) 
である．RE，ΛE， 1ER は i+1/2 についての量であるが，これは Roe(1981)の近似リーマン解
法を用いて中間値を評価する．近似リーマン解法では i+1/2 における各変数の中間値を以下
の式で求める． 
  121 2
1

 iii DDD  (3.50) 
 
1
11
21






ii
iiii
i
DD
uDuD
U  (3.51) 
 212121   iii uDP  (3.52) 
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 2121   ii gDc  (3.53) 
さらに，式(3.45)を 2 次精度 Lax-Wendroff 法によって差分すると，セル間フラックスは 
  212 2121121 2
1


iEiEEiSiSi
LW
Si RBBB   (3.54) 
となる．先述したように，TVD 法は 1 次精度の差分法と 2 次精度の差分法を併用する差分
法であり，以下に記述される流束制限関数 βi+1/2=1 によって両者を使い分ける． 
   






 2121121 2
1
iEiiSi
TVD
Si RBBB   (3.55) 
   212 2121212121 2
1
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iEiEEiiEii
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212121
sgn,, 



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

 　　  (3.57) 
ここで，sgn は符号関数である．また，rlは l 番目の成分波に対する解の滑らかさの指標で
ある．解が滑らかな箇所では βi+1/2=1 となることで式(3.55)は 2 次精度 Lax-Wendroff 法によ
るフラックスを与え，解が不連続な箇所では βi+1/2=0 となり，1 次精度風上差分によるフラ
ックスを与える．これにより，通常は 2 次精度差分を保ちつつ，解の不連続面においては 1
次精度差分による減衰を与えている． 
 流束制限関数を適用する上で数値振動の発生を定量化する必要があるが，ここでその手
法について説明する．流束制限関数の最低限の条件として解が単調性を維持することが必
要だが，その十分条件として TVD(Total Variation Diminishing)条件が挙げられる．これは
Harten(1983)によって求められてものであり，物理量の変化の総和(Total Variation)が時間とと
もに増大しないことを条件とする．つまり，Total Variation を TV とすると， 
     
i
n
Si
n
Si
n
S AAATV 1  (3.58) 
である．これが時間とともに増大しないという条件 
    nSnS ATVATV 1  (3.59) 
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のことを TVD 条件という．つまり，図 3.1 のように 1n
SiA が
n
SiA 1 と
n
SiA の間にあれば，新
たなピークを作ることなく，解は単調性を保たれる． 
1n
SiA
n
SiA 1
n
SiA  
図 3.1：数値振動が生じないようにするためにの値を制限する範囲 
 
TVD 条件を適用するには，数値振動が発生する局面で 1 次精度風上差分を適用することで
解を散逸させれば良い．しかし，解析精度を保つためにはできる限り 2 次精度の差分を維
持する必要がある．そこで，Sweby(1984)は TVD 条件を満たしながら，できる限り 2 次精度
を維持するために βi+1/2の取り得る範囲を示した．本研究では，その範囲内で最大の減衰を
与える minmod 関数を用いた．図 3.2 に minmod 関数の与える範囲を示す． 
 
β i+1/2
minmod
1
1
0
β i+1/2=ri+1/2
ri+1/2
 
図 3.2：minmod 関数の与える範囲 
 
式(3.55)は右辺第一項の中心差分のフラックスに第二項の減衰項を加えた形をとる．従って
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以下の式により，高次精度差分法で求めた解 niVˆ に TVD 法の概念に基づく数値粘性を与え
ることができる． 
 )(ˆ 21212121
1

 
iEiiEi
n
i
n
i RRVV   (3.60) 
これにより，解の単調性が保証された高次精度の解析が可能となる．本研究ではこれに加
え，3.7 節で説明するスイッチ関数(下園ら，2007)を適用することで TVD 法による減衰を調
節する． 
 
3.6 段波問題に対する TVD 法の適用性 
 前節で示したとおり TVD 法は解の単調性を保証しつつ，高精度差分法を実現する手法で
ある．ここで，段波問題に対して従来の 1 次精度差分法，2 次精度差分法および TVD 法を
適用することで，非線形性問題に対する TVD 法の適用性を示す． 
 段波問題は図 3.3 に示すような水門によって高水位側と低水位側とに区切られた水槽内
で，水門を開いた直後の水位変化に関する問題である．水門を開いた直後，高水位側の水
は低水位側へ向かって流入することで波が発生するが，この波の伝播速度は低水位側の水
深に対応する波速より大きいため，解の不連続面を形成する．このとき高水位水面と低水
位水面をつなぐ水面は壁のように切り立ちながら低水位側へ伝わるため，段波と称される． 
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解の不連続面
水門急開
水槽
高水位
低水位
水門
 
図 3.3 段波問題の概略図 
 
 水位差が十分に大きい段波は非分散性の現象であり，支配方程式は浅水方程式を用いる
ことができる．一次元の数値解析における段波問題の初期値および Stoker(1957)による解析
解，1 次精度風上差分法，2 次精度 Lax-Wendroff 法，TVD 法による計算結果を図 3.4～3.8
に示す． 
 
 
図 3.4 一次元の数値解析における段波問題の初期値 
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 図 3.5 解析解 図 3.6 1 次精度風上差分法 
 
 図 3.7 2 次精度 Lax-Wendroff 法 図 3.8 TVD 法 
 
これらの計算結果からわかるように，解析解と比較して 1 次精度差分法は解が散逸し，2
次精度差分法は解の不連続面で数値振動が発生する．それに対し，TVD 法は解の不連続面
において適切な減衰を与えることで，非常に精度の高い解析結果を与えている． 
 
3.7 一次元の計算におけるスイッチ関数 
 前節で示したとおり，TVD 法は 2 次精度を維持しつつ解の単調性を保証する差分法であ
る．これをブシネスク方程式に適用することで，孤立波，長周期波の砕波を含む問題に対
して高精度な解析結果を求めることができる．また，本研究では短周期波に対しても精度
よく解析結果を与えるため，4 次精度差分方程式の解に TVD 法に基づいた減衰を与えるこ
とで必要な数値拡散を得ている． 
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しかし，TVD 法は短周期波に対して過剰な減衰を与えるという欠点を持つ．短周期波を
含む問題の計算結果を図 3.9，図 3.10 に示す．なお，これらの図は水深 60cm で一様水深と
なっている計算場に，周期 0.9s の規則波を入射したときの 30s 後における計算結果を示し
ている．図 3.9 は 4 次精度差分方程式（3.6）による計算結果であり，図 3.10 は 4 次精度差
分方程式+TVD 法（3.60）による計算結果である． 
 
図 3.9 4 次精度差分方程式による短周期波の計算結果 
 
 
図 3.10 4 次精度差分方程式+TVD 法による短周期波問題の計算結果 
 
図 3.9，図 3.10 から明らかなように，TVD 法は 4 次精度差分方程式に対して過剰な減衰を
与える．これは解の滑らかさの指標 rlが通常の波峰や波谷と数値振動とを厳密に区別するこ
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とができないためである．さらに Lax-Wendroff 法は 4 次の数値粘性を有しているため，振
動的に振舞う現象に適用した場合には減衰を与えることとなる．従って式(3.60)をそのまま
短周期波の問題に適用すると，上記二つの要因により時間の経過とともに解が散逸する． 
この問題に対し，下園ら(2007)は式(3.60)中の を以下のように書き換えることで，解の
散逸を防止している． 
 2121
*
21 )(   i
l
ii Sdiag   (3.61) 
ここで，Slは l 番目の成分波に対して高次差分法と TVD 法とを切り替えるためのスイッチ
関数であり，0 もしくは１をとる．適切なスイッチ関数を導入し，TVD 法による減衰を調
節することで解の散逸を防ぎ，減衰が要請される箇所でのみ自動的に差分法を TVD化する．
S
lは以下の式によって求められる． 
    lilililili alaaa sgn,1   　  (3.62) 
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

 

else
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S b
l
il
i
　　
　　　
0
1 
 (3.63) 
 ),,,max( 21121
l
i
l
i
l
i
l
i
l SSSSS i   (3.64) 
θ
lはある点での特性速度とその下流側隣接点での特性速度の相対差を示している．解の不連
続面は下流の特性速度が上流の特性速度より小さい場合に形成されるので，θlが大きいほど，
浅水方程式の枠組みで不連続面の形成が強いことを意味する．よって，式(3.63)に基づいて
スイッチ関数 Slを定義し，θlが閾値 θbを超えた場合にのみ TVD 法を適用することで過剰な
減衰を防いでいる．式(3.64)は空間的な幅を考慮して減衰を与えるための式である．なお，
スイッチ関数の閾値 θbについて下園ら(2007)は短周期波の遡上実験を行っており，θb=0.3～
0.4 程度の値をとれば砕波指標に近い解を得られるとしている．これにより，θbの定義につ
いて恣意性が残るものの，短周期波の砕波解析においても TVD 法を適用することが可能と
なっている．ここで，先述の短周期波問題をスイッチ関数導入型 TVD 法で計算し，4 次精
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度差分法での計算結果と重ねて表示したものを図 3.11 に示す．なお，スイッチ関数の閾値
については，閾値 θb=0.3 とした． 
 
図 3.11 スイッチ関数を導入した TVD 法による短周期波問題の計算結果 
 
この計算では 4次精度差分法の計算結果とスイッチ関数導入型 TVD 法の計算結果はほぼ完
全に一致している．これから，スイッチ関数により TVD 法の適用範囲を調節することで，
解の散逸を防いでいることがわかる． 
 これら一連の計算フローを図にしたものを図 3.12 に示す． 
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境界条件を読み込む
計算開始
4次精度Runge-Kutta法により修正ブシネスク方程式を解く
TVD法による減衰の計算
スイッチ関数によりTVD法の適用範囲を計算し，
次ステップにおける変数の値を求める
各変数の更新
終了
終了時刻
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No
境界条件に基づいて
入射波を与える
 
 
図 3.12：計算フロー 
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3.8 二次元の計算における支配方程式 
平面二次元における修正ブシネスク方程式は Madsen and Sorensen(1992)に従い，以下のよ
うに記述した． 
 0 yxt QPS  (3.65) 
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式(3.65)は連続式，式(3.66)は x 軸方向の運動方程式，式(3.67)は y 軸方向の運動方程式であ
る．ここで S は水位，P は x 軸方向への流束，Q は y 軸方向への流束，D は全水深である．
ただし，水位 S は TVD 法へ適用するため，静水深と全水深の差ではなく全水深と底面高度
の和にとった．なお，計算場において最も底面高度が低い点を z=0cm とする．また，ψ1,ψ2
はそれぞれ x 軸方向，y 軸方向の分散項であり以下の式で記述される 
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ここで， Bは深海域と浅海域とでの分散性の違いを補正するための修正係数であり，B =1/21
である． 21 , ff SS は摩擦勾配項であり，以下のように記述できる． 
 
22
3
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2
2
22
3
4
2
1 , vuv
D
n
Svuu
D
n
S ff  　　  (3.70) 
ここで，n はマニングの粗度係数である．本研究ではライニングしたコンクリート底面の水
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路を想定し，n=0.01 とした．u は x 軸方向への断面平均流速であり，v は y 軸方向への断面
平均流速である． 
 計算法の記述を容易にするため，式(3.65)，式(3.66)，式(3.67)を Wei and Kirby(1995)に倣
って以下のように書き換える． 
  QPSESt ,,  (3.71) 
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* ,,)(   (3.73) 
ここで， 11
** ,,,,,, GFGFQPE はそれぞれ以下のように記述される． 
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3.9 二次元の計算における時間差分 
 平面二次元における修正ブシネスク方程式の時間微分項については，小林(2001)に倣って
Adams-Bashforth-Moulton の予測子・修正子法(predictor-corrector-method)を用いて差分化した．
ここでは x 軸方向，y 軸方向の計算格子間隔をそれぞれ Δx，Δy，計算時間間隔を Δt とおき，
x=iΔx ，y=jΔy，t=nΔt として変数を離散化する．また，n+1 は未知の時間ステップ，n は現
在の時間ステップであり，n-1，n-2 は過去における既知の時間ステップである． 
 はじめに予測子(predictor step)では，Adams-Bashforth の 3 次スキームを適用する． 
  2,1,,,, 51623
12
 

 n ji
n
ji
n
ji
n
ji
p
ji EEE
t
SS  (3.81) 
   2,11,1,12,1,,,*, 3251623
12
 

 n ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
p
ji FFFFFF
t
PP  (3.82) 
   2,11,1,12,1,,,*, 3251623
12
 

 n ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
n
ji
p
ji GGGGGG
t
QQ  (3.83) 
式(3.81)の右辺は全て既知の値である．従って左辺の p
jiS , の値は陽的に求めることができる．
p
jiP , については 式(3.82)に式(3.72)を代入して整理することで以下の 3 重対角行列が得られ
る． 
 
 p
ji
p
jiji
p
jiji
p
jiji DPCPBPA ,,1,,1,,,    (3.84) 
ここに，  p
jijijiji DCBA ,,,, ,,, は以下の通りである 
 2
2
,,
2
3
1
1
x
hBA jiji







  (3.85) 
 　
xx
hh
h
x
hBB
jiji
jijiji












2
1
3
1
2
1
3
1 ,1,1
,2
2
,,  (3.86) 
 　
xx
hh
h
x
hBC
jiji
jijiji












2
1
3
1
2
1
3
1 ,1,1
,2
2
,,  (3.87) 
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 
  2,11,1,12,1,,
,1,,1,,,,
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


n
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n
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n
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n
ji
n
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n
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n
jiji
n
jiji
n
jiji
P
ji
FFFFFF
t
PCPBPAD
　　　
 (3.88) 
p
jiQ , についても式(3.83)に式(3.73)を代入して整理することで，以下の 3 重対角行列が得られ
る． 
 
 P
ji
p
jiji
p
jiji
p
jiji DQCQBQA ,1,,1,,,,    (3.89) 
ここに， 
 2
2
,,
2
3
1
1
y
hBA jiji







  (3.90) 
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hh
h
y
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










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1
3
1
2
1
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2
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h
y
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









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1
3
1
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2
,,  (3.92) 
 
 
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,1,,1,,,,
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
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
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n
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n
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n
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p
ji
GGGGGG
t
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 (3.93) 
式(3.84)，式(3.89)を前述の TDMA 法によって解くことで解を得る． 
次に修正子(corrector step)では，Adams-Moulton の 4 次スキームを適用する． 
  2,1,,,,1, 5199
24
 

 n ji
n
ji
n
ji
p
ji
n
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n
ji EEEE
t
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   n jip jinjinjinjipjinjinji FFFFFF
t
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2
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1
,,,,
1
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24


  　  (3.95) 
   n jip jin jin jin jipjin jin ji GGGGGG
t
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2
,
1
,,,,
1
, 5199
24


   (3.96) 
 
予測子と同様に，式(3.94)の右辺はすべて既知であるので 1
,
n
jiS の値は直接求めることができ
る． 1
,
n
jiP については以下の 3 重対角行列を TDMA 法で解くことによって求まる． 
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 c
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n
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n
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n
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1
,1,
1
,1,
1
,, 





 (3.97) 
ここに， 
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2
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2
3
1
1
x
hBA jiji







  (3.98) 
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hh
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x
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
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
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 (3.101) 
1
,
n
jiQ については以下の 3 重対角行列を TDMA 法で解くことによって求まる． 
 
 c
ji
n
jiji
n
jiji
n
jiji DQCQBQA ,
1
,1,
1
,1,
1
,, 





 (3.102) 
ここに， 
 2
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1
1
y
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





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  (3.103) 
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3.10 二次元の計算における空間差分 
 空間差分については，一次元のときと同様に中心差分を用い，1 次微分には 4 次精度の空
間差分，2 次及び 3 次の微分については 2 次精度の空間差分を行う．ただし，分散項に関し
ては TDMA 法への適用性から 2 次精度の空間差分を行う．これより，連続式及び運動方程
式の差分式は以下のように記述できる． 
 
連続式 
 
 
x
PPPP
P
jijijiji
x




12
88 ,2,1,1,2
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 
y
QQQQ
Q iiiiy


 
12
88 2112
 (3.108) 
 
x 軸方向の運動方程式 
式(3.75)については， 
 
















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





2
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,
2
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1
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 









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



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



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PP
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1
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,  (3.110) 
 
 式(3.77)については， 
 


























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 
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


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

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  jijijijix SSSS
x
gDgDS ,2,1,1,2 88
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1
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
  (3.113) 
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
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2
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
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
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
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
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
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
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
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,
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式(3.79)については 
 

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

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




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





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 (3.119) 
 

















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


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,  (3.120) 
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
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1
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y 軸方向の運動方程式 
式(3.76)については 
 













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
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
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1
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式(3.78)については 
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
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
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
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
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
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,
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(3.131) 
式(3.80)については， 
 




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
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
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
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
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
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
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,  (3.134) 
なお，波動方程式は計算領域の全てにおいて水面が底面と交差しないという前提条件を
持っており，この条件が満たされないと計算は破綻する．本研究では波の遡上を計算する
ため，陸地が D=0.05cm,P=0cm/s,Q=0cm/s の薄い水の層で覆われていると仮定し，TVD 法に
より適宜減衰を与えることで，全体を統一的に取り扱った． 
 
3.11 二次元の計算における TVD 法 
 平面二次元の非線形分散波理論に対して TVD 法を適用した例はほとんど存在しないが，
基本的な適用手法は一次元のものと同一である．すなわち，高次精度差分法によって修正
ブシネスク方程式を解き，その解に対して TVD 法を浅水方程式に適用することで求まる減
衰を加える．まず，平面二次元における浅水方程式は以下のように記述される． 
 0 ySxStS CBA  (3.135) 
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ここで，一次元の TVD 法と同様に，式(3.135)を流束ヤコビアン ES，FSを用いて以下のよう
に表す． 
 0 ySSxSStS AFAEA  (3.136) 
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流束ヤコビアンを対角化することで特性速度を対角成分とする対角行列
FE  , を求め，流束
ヤコビアンの左固有行列
FE RR , および右固有行列
11,  FE RR を得る． FE  , および FE RR , ，
11,  FE RR は以下のとおりである． 
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 (3.140) 
よって式(3.136)は以下のように書くことができる 
 0
11  
ySFFFxSEEEtS
ARRARRA  (3.141) 
式(3.141)に左から 11,  FE RR を掛けると， 
 0
11111111  
ySFEFFFxSFEEEEtSFE
ARRRRARRRRARR  (3.142) 
となるが，ここで 11,  FE RR が微小な時間･空間内では一定であるとし，局所線形化することで
式(3.142)を以下の式に書き換えることができる． 
 SFEyFFFxEEEt ARRWWRRWRRW
1111 ,0   　　  (3.143) 
これにより，式(3.136)は 3 つの独立したスカラー方程式に分離したことになる．式(3.143)
を 1 次精度風上差分によって差分すれば， 
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    21,21,,21,211   jijiFjijiEntnt HHGGWW   (3.144)  
     njin jiEnjin jiEji WWWWG ,,1,,1,21
2
1
   (3.145) 
     njinjiFnjinjiFji WWWWH ,1,,1,21,
2
1
   (3.146) 
となる．ここで，λE=Δt /Δx，λF=Δt /Δy である．さらに，左から
FE RR , を掛けることで W を
元の変数 ASに戻す．これにより，1 次精度風上差分における変数 ASに対応したセル間フラ
ックス BSi+1/2,j，CSi,j+1/2が求まる． 
  jijEijEijSijiSupSi RBBB ,21,2/1,2/1,,12/1 2
1

   (3.147) 
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2
1
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jSi RCCC   (3.148) 
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
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(3.149)  
である．i+1/2，j+1/2 についての量は Roe(1981)の近似リーマン解法を用いて中間値を評価
する．さらに，式(3.143)を 2 次精度 Lax-Wendroff 法によって差分すると，セル間フラック
スは 
  jijEijEijSijSiLW jSi RBBB ,212 ,2/1,2/1,,1,2/1
2
1
    (3.150) 
  2/1,2 2/1,2/1,,1,2/1,
2
1
  jijFijFijSijSi
LW
jSi RCCC   (3.151) 
となる．式(3.147)，式(3.150)および式(3.148)，式(3.151)を以下に記述する流束制限関数 βに
よって使い分ける． 
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  (3.152)  
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  
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2
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1

   (3.154) 
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  jijFiFjFijijFiji   (3.155) 
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式(3.152)および式(3.153)は式(3.55)と同様に，右辺第 1 項はそれぞれ x 軸方向，y 軸方向への
中心差分を与え，第 2 項は減衰項となっている．従って，高次精度差分法で求めた解を njiV ,ˆ
とすると，以下の式により TVD 法の概念に基づく数値粘性を与えることができる． 
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 (3.155) 
これにより，平面二次元の浅水方程式に対しても，解の単調性が保証された高次精度の解
析が可能となる．また，一次元の計算と同様にスイッチ関数(下園ら，2007)を適用すること
で，二次元の計算でも TVD 法による減衰を調節することができる． 
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4．部分重複波の砕波解析 
 部分重複波の砕波解析に対する TVD 法の適用性を調べるため，一次元における解析を行
った．本研究では両側の境界から同周期，同波長で波高が異なる規則正弦波を入射させ、
計算場の中心付近で重複させた．これらの解析結果を岩田・清野（1983）の砕波指標と比
較し、その妥当性を調べた． 
 
4.1 部分重複波の砕波指標 
 防波堤周辺では沖からの入射波と防波堤からの反射波が重複することで，部分重複波が
形成される．このとき波高が増大するため，入射波のみでは砕波しない海域で砕波するこ
とがある．部分重複波は一次元の波動方程式で解析できることから，本研究では部分重複
波の砕波解析によって TVD 法の適用性を検討した． 
部分重複波の砕波指標については，以下に記述する岩田･清野(1983)の部分重複波に対す
る砕波限界波形勾配式を用いた． 
 )2tanh()076.0218.0( bbbb LhCLH 
＊  (4.1) 
これは，進行波の砕波限界波形勾配式(Miche,1944)と完全重複波の砕波限界波形勾配式
(Wiegel,1964)を波峰の無次元水平方向移動速度 C*で結んだものであり，C*=1 で Miche の式
と一致し，C*=0でWiegelの式と一致する．Micheの式とWiegelの式は以下のとおりである． 
進行波の砕波限界波形勾配式(Miche,1944) 
 )2tanh(142.0 bbbb LhLH   (4.2) 
完全重複波の砕波限界波形勾配式(Wiegel,1964) 
 )2tanh(218.0 bbbb LhLH   (4.3) 
岩田･清野は反射板を用いた部分重複波砕波の実験によりで式(4.1)の適用性を検討しており，
(Hb/Lb)/tanh(2πhb/Lb)と C*との間に図 4.1 に示す関連性があることを解明している． 
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図 4.1 岩田・清野の式による(Hb/Lb)/tanh(2πhb/Lb)と C*との関係 
 
この砕波指標は解析結果に多尐のばらつきが見られることや，底面勾配を考慮していない
ことなどが短所として挙げられるが，入射波と反射波の波高，波長から砕波波高を求める
ことができるため非常に簡便であるという長所がある． 
 
4.2 計算の諸条件 
岩田・清野の砕波指標は底面勾配を考慮に入れた指標ではないため，本研究では砕波点の
地形を水平面とした．計算領域は図 4.2 に示す最大水深 60cm，段上水深 10cm の計算領域を
用い，領域の両側境界面から波を入射させることで重複波を発生させた． 
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図 4.2 部分重複波解析の計算場 
 
境界の両側から入射された波は計算領域中央の水深の浅い段上で重複する．入射波高が比
較的小さい場合は重複波も砕波することは無いが，入射波高，反射波高がある程度大きい
場合は計算が不安定になり，TVD 法による減衰が働くことで重複波の波高が一定に保たれ
る．この波高を砕波限界波高とし，岩田･清野の式における砕波波高と比較することで，TVD
法の適用性を検討した． 
ここで，計算条件を表 4.1 に示す．入射波の周期は T=0.9s，1.2s の 2 通りを用い，それぞ
れ岩田・清野式での進行波の砕波波高を考慮して入射波高を決定した．計算は左側境界か
ら入射波を与え，右側境界から入射波の 20,40,60,80%の波高を持つ波を入射させることで反
射波とした．ただし，これらの入・反射波は段上に至るまでに浅水変形によって波高が増
大するため，あらかじめそれぞれの入・反射波を単独で計算し，浅水変形後の波高を求め
た上で重複波の計算を行った．計算は平衡状態に達するまで行う必要があるため，総計算
時間は T=0.9s については 100s，T=1.2s については 90s とした．また，これらの波は比較的
短周期といってよいため，スイッチ関数の閾値 θb については下園ら(2007)に倣い，θb=0.3
とした． 
なお，本研究では TVD 法により一定に保たれた重複波高を砕波波高とするが，砕波を含
む問題の数値解析は非常に不安定な計算であるため，十分な計算時間を確保しても重複波
高に散らばりが生じる．そこで，計算結果は波形および波高分布を記録し，重複波高は段
中心から左右に 2 波ずつ，計 4 波の平均波高とすることで，データの散らばりを均した． 
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表 4.1 部分重複波の計算条件 
入・反射波周期 T 0.9s 1.2s 
入・反射波波長 L 125.7cm 212.1cm 
入射波高 Hi 7.5cm 8.0cm 
反射波高 Hr 入射波高の
20,40,60,80% 
入射波高の
20,40,60,80% 
計算総時間 100s 90s 
 
4.3 計算結果 
解析の結果，スイッチ関数の閾値 θb=0.3 では，部分重複波に対してほとんど減衰を与え
ないことがわかった．一例として，周期 T=1.2s，入射波高 Hi=8cm，反射波高 Hr=4.8cm の
重複波に対する計算結果を示す．まず入射波についてであるが，波高 8cm の波のみを入射
させた場合の波形を図 4.3 に示す． 
 
図 4.3 入射波の解析結果 
 
この図では左側の境界から波を入射している．入射波高が 8cm であるのに対し，浅水変形
の結果，波高は 10.0cm まで増加している． 
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次に反射波高 4.8cm の波のみを入射させた場合の波形は図 4.4 のとおりである． 
図 4.4 反射波の解析結果 
 
この図では右側の境界から反射波を入射させているが，浅水変形の結果，波高は 5.8cm まで
増加している．この二つの波を同時に入射させ，部分重複波としたものの波形は図 4.5 の通
りである． 
 
図 4.5 重複波の解析結果 
 
図 4.5 から部分重複波の計算結果は進行波とは異なり，波形が非常に不安定であることが
わかる．入射波および反射波が重複した結果，重複波高は 14.8cm まで増大する．入射波お
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よび反射波の浅水変形後の波高を単純に足した場合は 15.8cm なので，波高が減衰している
ことがわかる．しかし，岩田・清野式が与える重複波の砕波波高は 11.3cm であり，計算値
と砕波指標との間には大きな隔たりがある． 
これは，スイッチ関数が上流計算点と下流計算点との特性速度の相対差を指標としてい
ることに起因すると考えられる．すなわち，図 4.6，図 4.7 に示すように浅水変形による波
峰の前傾は波形勾配が無限に近くなるため，スイッチ関数は鋭敏な反応を示すが，波峰の
前傾が発生しない重複波の砕波では反応が鈍化するためであると考えられる． 
波峰の前傾では上流と下流の計算点における特性速度の差が大きい
 
図 4.6 浅水変形による波峰前傾 
 
重複波では入射波の数倍程度の傾斜しか起きない
入射波 反射波
 
図 4.7 重複による波峰の先鋭化 
 
これを受け，岩田･清野式に合致する θb を求めたが，岩田・清野式と合致するような θb は
得られなかった．ここで，計算結果の一例として，計算終了時における入射波周期 T=0.9s，
入射波高 7.5cm に対する θb =0.3 および θb =0.002 での計算結果と，入射波周期 T=1.2s，入
射波高 8cm に対する θb =0.3 および θb =0.002 での計算結果を波形図で示す．ただし，θb =0.3
での計算は反射波高を入射波高の 80%とした場合，計算が破綻したので，破綻直前の計算
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結果を示す． 
 
図 4.8 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 1.5cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.9 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 3.0cm，θb =0.3 の解析結果 
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図 4.10 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 4.5cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.11 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 6.0cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.12 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 1.5cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.13 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 3.0cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.14 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 4.5cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.15 入射波周期 T=0.9s，入射波高 7.5cm，反射波高 6.0cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.16 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 1.6cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.17 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 3.2cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.18 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 4.8cm，θb =0.3 の解析結果 
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図 4.19 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 6.4cm，θb =0.3 の解析結果 
 
図 4.20 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 1.6cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.21 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 3.2cm，θb =0.02 の解析結果 
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図 4.22 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 4.8cm，θb =0.02 の解析結果 
 
図 4.23 入射波周期 T=1.2s，入射波高 8cm，反射波高 6.4cm，θb =0.02 の解析結果 
 
 これらの図から，θb =0.3 での計算結果と比較して θb =0.02 での計算結果は波高が低く抑
えられていることがわかる．また，θb =0.3 の解析結果では段上において波谷が振動的な振
舞いを示すが，θb =0.02 の解析結果はその振動が減衰されていることがわかる． 
これは段上において重複波の波谷が底面に接近することで，非線形性が強まり，計算が
不安定になるためであると考えられる．この結果，波谷に数値振動が発生するが，この振
動に対して θb=0.3 のスキームでは減衰をほとんど与えていないが，θb=0.02 のスキームでは
振動的な振舞いと認識して減衰を与えるため，波谷が静水面に近くなることで，重複波高
が小さくなると考えられる．ここで，θb=0.02 のスキームで重複波高が減衰されるまでのプ
ロセスを図 3.24 に示す． 
 
底面
計算安定性が失われる 数値振動が発生する 数値振動が減衰される
 
 - 57 - 
図 3.24 重複波高が減衰されるまでのプロセス 
この推察から，重複波の数値計算では波谷に数値振動が発生することと，重複波高の減
衰量はスイッチ関数の閾値 θbによって調節されることがわかる． 
これらの解析結果と岩田・清野の式とを比較した結果を図 4.25 および図 4.26 に示す． 
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図 4.25 T=0.9s における計算結果と岩田・清野式との比較 
0.1
0.12
0.14
0.16
0.18
0.2
0.22
0.24
0.26
0.28
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
C*
(H
b/
L
b)
/t
an
h(
2
π
hb
/L
b)
岩田・清野式
θ b=0.3 Hi=8cm
θ b=0.04 Hi=8cm
θ b=0.02 Hi=8cm
θ b=0.005 Hi=8cm
 
 - 58 - 
図 4.26 T=1.2s における計算結果と岩田・清野式との比較 
これらの図から，T=0.9s，T=1.2s のどちらの計算においても重複波高が過大に評価されてい
るが，スイッチ関数の閾値 θb が小さいほど波谷部分の数値振動に減衰を与え，重複波高が
低く抑えられていることがわかる．しかし，完全重複波や重複性の高い波の砕波は，波頂
が水面から上方へ飛び出すように崩れることで起きるものであるため，スイッチ関数によ
り波谷部分に減衰を与えることで重複波高を制御する手法は，本来の重複波砕波を再現し
たものとはいえない． 
また，波峰の無次元水平方向移動速度 C*ごとに計算結果と岩田・清野式とを比較すると，
C*=１，すなわち進行波では計算結果と岩田・清野式は比較的合致しているが，完全重複波
に近づくほど計算結果が離れていることがわかる．これは，進行波や重複性の低い波の砕
波と，完全重複波や重複性の高い波の砕波が異なるプロセスで発生するためだと考えられ
る．つまり，重複性の低い部分重複波の砕波は浅水変形により波峰が前傾することで発生
するため，数値計算上では解の不連続面が発生し，TVD 法による砕波減衰の再現が有効で
ある．これに対し，重複性の高い波の砕波は波頂が水面から上方へ飛び出すように崩れる
ことで起きるため，解の不連続面が発生せず，TVD 法による砕波減衰が有効に作動しない
と推察できる． 
もともと岩田・清野式が簡便な砕波指標であること，支配方程式が弱非線形性方程式で
あることを考えると，TVD 法は進行波や重複性の低い波の砕波に対しては適用性をもつと
いえるが，重複性の高い波の砕波に対して適用性があるとは言い難い．ただし，修正ブシ
ネスク方程式は弱非線形性方程式であり，波の重複による波峰の先鋭化を精度よく再現で
きていないことも考えられる．このため，強い非線形性を含む問題を非常に精度よく解析
できる方程式に TVD 法を適用したとき，部分重複波の砕波を精度よく解析できる可能性も
残されている． 
以上の結果から，TVD 法を用いた重複波砕波の再現は，重複性の低い波の砕波について
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一定の効果を持つことが実証できた．しかし，今回用いたモデルでは重複性の高い波の砕
波を再現することは困難であることが実証された．また，本研究ではスイッチ関数の閾値 θb
を調節することで重複波高を制御しようと試みたが，そもそも TVD 法そのものが重複性の
高い波の砕波に対して減衰を与えにくいため，砕波指標と合致した解を得ることはできな
かった． 
今後は強非線形性方程式に TVD 法を適用することで，部分重複波の砕波に対する TVD
法の適用性を確認し直す必要がある．また，弱非線形性方程式を支配方程式とするモデル
で重複波の砕波を統一的に解析するためには，数値解析においても岩田・清野式における
波峰の無次元水平方向移動速度 C*のように，波の重複性を計測する手法の開発を行わなけ
ればならないと考えられる．これは，そもそも砕波に至るまでの機構が全く異なる進行波
と重複波を，本研究のように同じ手法で解析しようとすることは現実的でないからである．
また，重複性の高い波の砕波は進行波のような波峰の前傾が発生しないため，波の先鋭化
を精度よく表せない支配方程式では TVD 法による砕波減衰の解析は困難であることから，
重複性の高い波の砕波を正確に再現できる手法を開発する必要がある．そして，波の重複
性に従って重複性の高い波の砕波解析手法と，TVD 法を使い分けることで統一的砕波解析
手法とすることが望ましい． 
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5．二次元波浪場への適用 
5.1 潜堤 
 平面二次元的な重合波浪場に対する TVD 法の適用性を検討するために，さまざまな波浪
変形を含んだ複雑な波浪場を計算する必要がある．そこで，本研究では潜堤周辺の波浪場
を解析することで TVD 法の適用性を検討した． 
潜堤は海面直下に設置した天端上で入射波を砕波させることで岸側の波高を減衰させ，
砂浜の侵食を防ぐ構造物である．特に天端幅を広く取った潜堤は人工リーフと称される．
ここで図 5.1 に海岸侵食を防ぐ目的で設置される構造物を示し，図 5.2 に福井県美浜町菅浜
に設置された潜堤の横断図を示す． 
 
 
図 5.1 海岸構造物（福井県砂防海岸課より抜粋） 
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図 5.2 菅浜海岸人工リーフ横断図（福井県砂防海岸課より抜粋） 
 
このうち，砂浜防護を目的として設置される構造物は突堤，離岸堤，人工リーフ（潜堤）
であるが，近年，景観保全に対する注目が集まるとともに，没水型構造物である潜堤を採
用する例が増えている．また，潜堤周辺では複雑な重合波浪場や海浜流場が形成されるこ
とや，潜堤岸側の海域の水位が上昇することなどが問題になっており，これらの現象に関
する研究が進められている． 
本研究では複雑な重合波浪場を得られることに加え，既に下園ら(2005)が潜堤周辺におけ
る波浪場，海浜流場の変化を水理模型実験によって検討していることから，この実験を計
算により再現することで，TVD 法の適用性を検討した． 
 
5.2 計算の諸条件 
本研究では下園ら(2005)の実験を模した計算を行った．図 5.3 に計算場，図 5.4，5.5 に潜
堤の構造を示す． 
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図 5.3 計算場 
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 図 5.4 潜堤周辺 図 5.5 潜堤寸法 
 
ここで，G は開口部幅であり，L は潜堤幅である．潜堤は汀線から 84cm の位置に設置し，
天端幅 30cm，天端水深 1cm である．なお，天端とは潜堤堤頂の平面となっている部分であ
り，天端幅とは岸沖方向における天端の幅である．また，海岸線と水平な方向に対する天
端の長さは堤長である．実験に用いられた入射波は周期 1s，波高 3.2cm で潜堤に対し直角
に作用するものである．実験は G および L の比率を変えることで，Case1～9 まで行われ，
潜堤周辺の波高分布，平均水位変化，海浜流場を求めている．各ケースの条件は以下の通
りである． 
 
表 5.1 実験条件 
 堤長 L(cm) 設置間隔 G(cm) G/L 
Case1 28 28 1.00 
Case2 56 28 0.50 
Case3 84 28 0.33 
Case4 112 28 0.25 
Case5 140 28 0.20 
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Case6 168 28 0.17 
Case7 84 14 0.17 
Case8 84 42 0.50 
Case9 84 84 1.00 
Case1～6 は順に堤長を大きくしていった場合の組み合わせであり，Case7～9 は順に開口幅
を大きくした組み合わせである． 
また，これらのケースとは別に開口部を有しない潜堤による実験も行われており，下園
らは線形モデルである非定常緩勾配方程式を支配方程式とし，Dibajinia・渡辺(1987)による
砕波モデルを適用したモデルを用いて実験を再現することで，一次元におけるモデルの妥
当性を検討している． 
本研究では開口部を有しない潜堤および Case1～6 ついて実験結果と計算結果とを比較し
た．計算条件については計算格子径を dx=dy=2cm，計算時間間隔を dt=0.0002s とし，総計
算時間については t=36s とすることで平衡状態に達するまで計算を行った． 
なお，TVD 法による砕波減衰を与えるためには，支配方程式が砕波するような解を持つ
必要がある．すなわち，砕波以前に分散による波高の低下が行われると解の不連続面が形
成されず，TVD 法の適用性を検討することが困難になる．このため，開口部を有しない潜
堤周辺での波浪場について TVD 法を適用せずに計算を行い，解の不連続面が形成されるこ
とで計算が破綻することを確認している． 
 
5.3 境界条件 
 計算領域の境界面は，計算領域の外側に設定した予備領域において任意の水位や流束を
与えることで境界条件を設定できる。一次元の計算では計算領域の両側境界面から波を入
射させたため，特に境界条件について説明しなかったが，二次元の計算では境界面によっ
て異なる条件を与えているので、境界面ごとに説明する。 
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なお、本研究では x軸上で数値が小さい方を沖側であるとし，計算領域の中で最も沖側に
ある面を沖側境界面、最も岸側となる面を岸側境界面と称した。また、沖側境界面から岸
側境界面を見て左側になる面を左境界面、右側になる面を右境界面とする。ここでは計算
領域の中で y 軸上の数値が最も小さい面が左境界面とする． 
5.3.1 沖側境界面 
沖側境界面の外側に設定した予備領域内で，下園らの実験と同様の波高，周期，波長の
波を与えることで，沖側境界面から波が入射される．なお，各タイムステップにおける波
高および流束は微小振幅波理論で求めたため，波形は正弦波である． 
 
5.3.2 岸側境界面 
岸側境界面および境界面外側に設定した予備領域は，全て陸上であるとした．陸上では
計算安定性を確保するため，D=0.05cm, P=0cm/s，Q=0cm/s の薄い水の層で覆われている
としているので，各タイムステップにおける水位 S の変動は常に 0cm である． 
 
5.3.3 左右境界面 
 左右の境界面は，岸沖方向と平行な流れの成分，つまり x 軸方向の流束 P に対しては slip
条件とし，岸沖方向と垂直な流れの成分，つまり y 軸方向の流束 Q については反射境界と
した． 
slip 条件とは，境界面上の水位，流束が隣接計算点と同じ値をとる条件である．ここで，
y=2 を境界面とし，y=3 以降を計算領域，y=0 および y=1 以下を予備領域とする計算場を例
に予備領域の操作について説明する．水位については図 5.6 に示すように，境界面を対称軸
に予備領域の値が計算領域の値と線対称になるように操作した．このとき，境界面上での
水位の勾配は 0 となるため，境界面水位 S2は両隣の計算点の水位と同じ値を取る．また，x
軸方向の流束 P に対しても水位と同様の操作を行う．図 5.7 に示すように，予備領域の値が
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境界面を対称軸に計算領域の値と線対称になるように操作した．このとき，境界面上での
流束 P2は隣接計算点の流束と同じ値を取る． 
 
境界面
0
0
予備領域 計算領域
y
S0=S4
S1=S3 S2=S3 S3
S4
1 2 3 4
S
 
図 5.6 水位の境界条件 
 
y=1y=0 y=2 y=3 y=4
P0=P4 P1=P3 P2=P3 P3 P4
x=x’
x=x’-1
x=x’+1
予備領域 境界面 計算領域  
図 5.7 流束の境界条件 
 
一方、反射境界とは境界面上の流束を 0 とする境界条件である．予備領域の操作は水位
については slip 条件と同様であるが，流束については図 5.8 に示すように，境界面を軸に計
算点での値と正負が逆転するように操作する．この操作により境界面上は完全に無流とな
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り，境界面に衝突した岸沖方向と垂直な流れの成分は壁にぶつかったように反射される． 
y=1y=0 y=2 y=3 y=4
Q0=-Q4 Q1=-Q3 Q2=0 Q3 Q4
x=x’
x=x’-1
x=x’+1
予備領域 境界面 計算領域  
図 5.8 反射境界 
 
反射境界を適用する上で TDMA 法に操作を加える必要があるため，ここで一次元の TDMA
法における反射境界を適用するための操作について説明する．まず，第 3 章における 3 重
対角行列(3.17)を示す． 
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 (3.17)  
式(3.17)において計算点 i=2 および i=n-1 が境界面であるが，ここでは計算点 i=n-1 に反射境
界を適用する．計算点 i=n-1 における変数 xn-1を 0 とするためには，xn= -xn-2とすればよい
ので，(3.17)を以下のように書き換える 
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 (5.1)  
この書き換えにより，(3.17)は以下のようにまとめることができる． 
 12111 dxbxa   (5.2) 
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 )1,,3,2(11   nkdxcxbxa kkkkkkk 　　  (5.3) 
 02  nn xx  (5.4)  
なお，k=n-1 とすると， 
 　121111   nnnnnnn dxcxbxa  (5.5) 
である．式(5.4)より xn= -xn-2であるため，境界面は反射境界となる．しかし，この式は 3 重
対角行列ではないため TDMA 法を用いることができない．そこで，(5.5)+cn-1*(5.4)とするこ
とで，式(5.4)を以下のように書き換える． 
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 (5.6) 
これにより，式(5.1)は以下のように 3 重対角行列で表すことができる． 
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 (5.7)  
式(5.7)を用いることで，TDMA 法を適用可能にしつつ，計算点 i=n-1 を反射境界とすること
ができる．計算点 i=2 についても，同様の操作を行うことで反射境界とすることができる． 
 
5.4 開口部を有しない潜堤周辺波浪場の計算結果 
 実測値と計算結果とを比較するため，まず開口部を有しない潜堤における実験結果を示
す．図 5.8 は下園らによる実験および再現計算の結果を波高分布で示したものであり，図
5.9 は本研究で用いた修正ブシネスク方程式を支配方程式とし，TVD 法により砕波減衰を与
えるモデルでの計算結果である．ただし，実験では汀線付近の水深の小さい領域では波高
計を挿入できないため，静水汀線から 10cm 沖側が Y=0cm としている．また，図 5.8 におい
て実線は平均水位上昇を考慮せずに砕波モデルを適用した計算結果，破線は平均水位上昇
を考慮した計算結果であり，シンボルは実験結果である． 
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 図 5.8 下園らによる波高分布 図 5.9 波高分布の計算結果 
 
 これらの図を比較すると，TVD 法による計算結果では実験結果と比較して砕波波高が低
く，砕波点も沖よりになっている．これから，TVD 法による砕波減衰が実現象より先に始
まっていることがわかる．TVD 法による波高減衰は波形の前傾により形成される解の不連
続面に対して与えられるものであるため，支配方程式が潜堤沖側の波高増大を正確に再現
できず，実現象より低い波高で解の不連続面が発生していると考えられる．これについて
は，本研究で支配方程式とした Madsen and Sorensen(1992)の修正ブシネスク方程式が弱非線
形性方程式であることを考慮すると，十分に考えられる計算結果である． 
また，計算結果では潜堤天端上の波高分布が実験結果と比較して高く評価されており，
TVD 法による砕波減衰は実際の砕波より緩やかに与えられていることがわかる．砂浜海岸
における砕波のような，水深の低下が汀線まで連続する斜面上での砕波に対する TVD 法の
適用性は既往の研究で実証されていることから，この誤差は潜堤周辺の波浪場特有の条件
により起因すると考えられる．すなわち，TVD 法は潜堤天端のような海底面が水平となっ
ている海域での砕波に対して，波高減衰が過小に評価されると考えられる．これは支配方
程式の問題ではなく，TVD 法そのものが抱えている問題であるため，斜面勾配の変化に対
応した TVD 法を開発する必要がある． 
 次に，図 5.11，図 5.12 に平均水位変化の結果を示す．図 5.11 は下園らによる実験および
再現計算の結果を平均水位変化で示したものであり，図 5.12 は本研究での計算結果である．
潜堤 
 - 69 - 
ただし，波高分布と同様の理由から，静水汀線から 10cm 沖側が Y=0cm としている．また，
図 5.11 において実線が計算結果であり，シンボルが実験結果である． 
 
 図 5.11 下園らによる平均水位変化 図 5.12 平均水位変化の計算結果 
 
図 5.11 に示されるように，実験では潜堤岸側では水位が上昇し，潜堤沖側では水位が低
下する．これは砕波とともに潜堤岸側へ水が輸送されるためである．実験結果と計算結果
を比較すると，計算結果は潜堤岸側の水位上昇を精度よく再現しているものの，潜堤沖側
の水位低下を過小に評価している．また，潜堤天端上の水位上昇が過大に評価されている
ことがわかる． 
このうち，潜堤天端上の水位上昇が過大に評価される問題は支配方程式に由来するもの
である．すなわち，本研究で採用したスキームでは底面勾配が急に変化する海域で式(3.66)
および(3.67)の第 3 項を相殺しきれず，水面にへこみや盛り上がりが発生するという問題が
ある．潜堤岸側斜面と海底面との境界では下り勾配から上り勾配へと急激に勾配変化する
ため、天端上の水面が盛り上がり，岸側の水面がへこんでしまったと考えられる．これに
ついては，支配方程式と TVD 法との適合について改良の余地があると考えられる． 
 
 
潜堤 
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5.5 開口部を有する潜堤周辺波浪場の計算結果 
開口部を有する潜堤に対する計算結果の例として Case1（G=28cm，L=28cm）の結果を示
す．図 5.13 は実測値，図 5.14 は計算結果である．ただし，実験では汀線付近の水深の小さ
い領域では波高計を挿入できないため，波高分布図，平均水位変化図は実測値，計算結果
ともに静水汀線から 10cm 沖側が Y=0cm である．また，流速図は汀線が Y=0cm であるが，
実測値は水よりわずかに重いトレーサー粒子を追跡することで求めているため底面付近の
値であり，計算結果は支配方程式が流束で解を与えるため，断面平均流速を表示している． 
 
0 10 20
0
20
40
60
80
100
120
X(cm)
Y
(c
m
)
Wave Height(cm)
1
1.5
1.5
2
2
2
.5
2.5
3
3
3.5
2
3
.5
4
4
4.5
2.5
5
4
.5
3
0
1
2
3
4
5
6
7
0 10 20
0
20
40
60
80
100
120
X(cm)
Y
(c
m
)
Mean Water Level (mm)
-
1
0
0
1
1
2
1
3
2
-1
3
-1
2
2
-5
0
5
10
0 10 20
0
20
40
60
80
100
5cm/s
X(cm)
Y
(c
m
)
Current(cm/s)
Y
(c
m
)
Y
(c
m
)
Y
(c
m
)
Y
(c
m
)
Y
(c
m
)
Y
(c
m
)
 
図 5.13 実測値 
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10cm/s
 
図 5.14 計算結果 
 
計算結果と実測値の波高分布図を比較すると，図 5.15 に示すように，計算値は実測値と
比較して潜堤沖側での波高が過大に評価されているのに対し，開口部上では過小に評価さ
れている．また，実測値では潜堤岸側に比較的大きな波高極大点が見られるが，計算結果
では波高極大点における波高が小さくなっている．加えて，天端上の波高は計算値が過大
に評価されている． 
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図 5.15 Case1 における実測値と計算値の波高比較 
 
次に平均水位変化を比較すると，図 5.16 に示すようにともに潜堤岸側で水位が上昇して
いるが，計算では上昇が過大に評価されていることがわかる．また，計算値では潜堤上の
水位変動が非常に大きくなっている． 
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図 5.16 Case1 における実測値と計算値の水位変動比較 
 
これらの差は本研究で採用した支配方程式に起因すると考えられる．まず，潜堤上の水
位変動についてであるが，これは先述したように本研究で採用したスキームでは底面勾配
が急に変化する海域で水面にへこみや盛り上がりが発生するためである．  
次に波高分布の差や潜堤岸側での水位変動の差についてであるが，これは Madsen and 
Sorensen(1992)の修正ブシネスク方程式は弱非線形性方程式であり，強い海浜流場の変化や
非線形干渉を再現できないことによると考えられる．下園らは開口部上の波高増大を発生
させる要因として，開口部を流れる強い沖向き流れの存在を指摘している．すなわち，潜
堤沖側や開口部上で砕波した波は潜堤岸側へ水を輸送するが，流れ込んだ水が開口部を通
って潜堤沖側へ抜けることで，開口部での流速が非常に大きくなる．この流れにより開口
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部上で波が遅れ，砕波点が沖側へ移動することで砕波波高が高くなるとしている．従って，
強い非線形干渉を再現できない方程式では開口部上の波高増大を再現することは難しい．
また，計算値は開口部上での波高が低くなっている分，潜堤沖側および天端上の波高が高
くなっている．ただし，天端上の波高増大については，TVD 法による砕波減衰が実現象よ
り緩やかに与えられることも要因の一つとなっている．砕波により潜堤岸側に輸送される
水の量は砕波波高が大きいほど，砕波減衰が急激であるほど多いため，潜堤岸側の水位上
昇に大きく影響する． 
次に潜堤岸側の波高極大点についてであるが，これは開口部上を通り，回折により潜堤
岸側へ回り込んだ波と，潜堤を乗り越えた波とが重合する海域に発生する．実測値と計算
値では開口部上の波高に差があるため，潜堤岸側の波高にも差が生じる． 
平均流速については実測値が底面付近のものであるのに対し，計算値は断面平均流速で
あるため直接の比較はできないが，計算値が実測値と比較して潜堤岸側の平均水位が高い
ことから，計算では開口部での流れが弱く，入射波とともに潜堤岸側に運ばれた水が沖側
へ排出されていないことがわかる． 
これらの理由により，実測値と計算値との間に差が生まれるが，これらの差は開口部幅
に対する潜堤幅が大きいほど，すなわち開口部でより強い沖向き流れが生じるほど大きく
なる．以下より各ケースの計算結果を示す． 
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図 5.17 実測値（Case2） 
 
10cm/s
 
図 5.18 計算結果（Case2） 
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図 5.19 実測値（Case3） 
 
10cm/s
 
図 5.20 計算結果（Case3） 
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図 5.21 実測値（Case4） 
10cm/s
 
図 5.22 計算結果（Case4） 
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図 5.23 実測値（Case5） 
10cm/s
 
図 5.24 計算結果（Case5） 
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図 5.25 実測値(case6） 
10cm/s
 
図 5.26 計算結果（Case6） 
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図に示したように，実測値では堤長が大きくなるほど開口部での沖向き流れが強くなる
ため，開口部上の砕波波高が大きくなっている．特に Case4 以降は非常に強い沖向き流れの
結果，開口部より沖側の深い海域で砕波していることがわかる．これに対し，計算結果で
はどのケースにおいても開口部上の砕波波高が実測値より小さくなっており，砕波水深も
浅いことがわかる．また，Case4 以降では潜堤沖側の波高についても，計算結果が実測値よ
り小さくなっている．これは，Case4 以降では開口部より沖側で波が砕波していることから，
沖向き流れが潜堤岸側の砕波にも影響を及ぼしているためであると考えられる． 
平均水位変化を比較すると，実験では堤長が大きくなるほど砕波とともに潜堤岸側へ輸
送された水が滞留し，潜堤岸側の平均水位上昇をもたらしていることがわかる．また潜堤
岸側の平均水位上昇により，潜堤沖側の平均水位が低下している．計算結果においても潜
堤岸側の平均水位上昇と潜堤沖側の平均水位低下が見られるが，実測値ほどの上昇率，下
降率は得られていない．このため，潜堤岸側の水位上昇を比較すると，Case1~3 については
計算値が実測値を上回っているが，Case4 以降は実測値が計算値を上回るようになる．これ
は，計算結果では Case4 以降の砕波波高が全体的に過小評価されていることに加え，砕波減
衰が緩やかに与えられていることから，潜堤岸側へ輸送される水量そのものが実験より尐
なく評価されているためだと考えられる． 
これらの理由により，計算結果と実測地との間に誤差が生じている．特に強い海浜流場
が発生する計算場は，支配方程式の適用限界を超えているため誤差が拡大している．ただ
し，支配方程式の問題については，田島ら(2006)のように強非線形性の問題に対応できる非
線形分散波理論式を用いることで対処可能である．また，Case1 や Case2 のように海浜流場
の変化が大きくない海域では，高精度に砕波波高や砕波水深を再現していることから， 
TVD 法は平面二次元波浪場における砕波解析手法として十分な適用性を持つことがわかる．
しかしながら，潜堤周辺の砕波について TVD 法による砕波減衰が実現象より緩やかに与え
られている点については改良する必要がある． 
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これらの計算結果と考察をまとめると，本研究では強い海浜流場が存在する海域での砕
波については，TVD 法の適用性を確認することができなかったが，海浜流場の変化が大き
くない海域では TVD 法による砕波の再現が十分な適用性を持つことを実証できた．また，
海浜流場の問題については支配方程式の改良により対処できることを考えると，TVD 法は
砕波を含む複雑な二次元波浪場に対して十分な適用性を持つといってよい．ただし，砕波
減衰については減衰量が過小に評価されることから，底面勾配の変化を考慮した修正を加
える必要がある． 
今後は底面勾配の変化を考慮することに加え，強非線形性，強分散性の支配方程式に TVD
法を適用することで，強い海浜流場の変化を含む問題に対しても，TVD 法による砕波解析
が有効であることを示す必要がある． 
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6.結論・今後の課題 
6.1 結論 
 本研究では部分重複波の砕波や，平面二次元の波浪場における重合波の砕波に対する
TVD 法の適用性を検討することで，衝撃捕捉法を用いた統一的砕波解析手法の開発を目指
したが，その結果として以下の知見を得ることができた． 
①進行波や重複性の低い部分重複波の砕波に対して，TVD 法は比較的高精度な解析結果を
与えることができる 
②今回用いたモデルでは重複性の高い部分重複波の砕波を再現することが困難であり，別
の解析手法を開発する必要がある． 
③進行性の高い重合波が支配的な波浪場であれば，TVD 法は複雑な平面二次元波浪場の変
化を高精度に解析することが可能である． 
④底面勾配が急変する砕波帯では，TVD 法による波高減衰が実現象より緩やかに再現され
るため，海底地形を考慮した修正を加える必要がある． 
本研究は特に構造物周辺の砕波解析に主眼を置いたものであるが，現状では防波堤周辺
など重複性の高い部分重複波が存在する波浪場については，高精度な解析が難しい．また，
強い海浜流場を含む問題については，砕波解析手法としての TVD 法の効果を実証できてい
ない． 
 
6.1 今後の課題 
今後，統一的な砕波解析手法を構築するためには，重複性の高い部分重複波の砕波を高精
度に解析する手法の開発が不可欠である．これを実現するためには，高次の支配方程式に
TVD 法を適用し，重複波の波峰先鋭化を高精度に再現した上で TVD 法による減衰が与えら
れるかを確認する必要がある．また，弱非線形性の方程式で重複波砕波を解析するために
は，数値解析においても岩田・清野式における波峰の無次元水平方向移動速度 C*のように，
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波の重複性を計測する手法を開発する必要がある．さらに，重複波の砕波が数値解析上ど
のような挙動を取るか解明し，実現象に基づいた減衰を与えることが重要である．そして，
波の重複性に従って重複性の高い波の砕波解析手法と，TVD 法を使い分けることで統一的
砕波解析手法とすることが望ましいと考えられる． 
さらに，平面二次元の波浪場においては，強非線形性，強分散性の支配方程式に TVD 法
を組み込み，強い海浜流場を含む問題に対しても TVD 法が適用可能であることを示す必要
がある．さらに，底面勾配が急変する砕波帯では，TVD 法による波高減衰が実現象より緩
やかに再現されるため，海底地形変化を考慮した修正を加える必要がある．これらの課題
を克服することで，統一的砕波解析手法を開発することができると考えられる． 
また，TVD 法は 2 次精度のスキームであるため，短周期波の解析にスイッチ関数を用い
る必要がある．これはスイッチ関数の閾値 θbの定義について恣意性を生むこととなるため，
スイッチ関数を用いない TVD 法を開発することで恣意性の排除することも重要である．こ
れを実現するためには，4 次の粘性を持たない TVD 法の開発が不可欠である． 
さらに，海岸構造物が周辺環境に与える影響を適切に評価するため，土砂輸送方程式およ
び底面変化式を導入することで，TVD 法を適用した海浜変形モデルを作成する必要がある．
そして，TVD 法による砕波解析が海浜変形モデルを用いたシミュレーションの精度向上に
どの程度寄与するかを検討することも重要である． 
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